
土岐市地域集会所整備補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、住民自治及び地域コミュニティの推進に資するため、市

内の住民自治組織（以下「自治会」という。）による、当該地域住民の集会、

研修等の利用を主な目的とする建物（以下「地域集会所」という。）の整備

に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、土岐市補助

金等交付規則（昭和５１年土岐市規則第２０号）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(１) 新築 既存の建物のない土地において新たに地域集会所を建築するこ

とをいい、地域集会所の建築と同時に当該地域集会所に係る用地を購入す

ることを含む。 

(２) 改築 既存の地域集会所を取り壊し、同じ土地に地域集会所を建て直

すことをいう。 

(３) 取得 既存の建物を地域集会所として購入することをいう。 

(４) 増築 既存の地域集会所の床面積を増加させることをいう。 

(５) 改修 既存の地域集会所の壁、天井、床、屋根等の修繕及びトイレの

水洗化等の工事並びに地震に対する安全性の向上を図るための工事をする

ことをいう。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費は、自治会が地域集会所として利用す

る建物及び当該建物と連帯しその用を果たす附属施設の新築、改築、取得、

増築及び改修（以下「建設等」という。）に要する費用とする。ただし、次

の費用は除くものとする。 

(１) 建設等に係る事務手数料及び負担金 

(２) 改築における既存の地域集会所の取壊し費用及び整地費用 

(３) 備品購入費用 

(４) 地域集会所の建物本体以外の配管、外構等の整備費用（建物本体に附



属する手すり、スロープ等に係る経費は、補助金の交付の対象に含む。） 

(５) この要綱によらない国、県、市及びその他の団体から受けた補助金の

額並びにその対象となる経費並びに補償、保険等の対象となる経費 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、前条に規定する補助対象経費の３分の１以内の額とし、

その限度額は、別表の左欄に掲げる建設等の区分によって同表中欄に掲げる

自治会の区分に応じ、それぞれ同表右欄に定める額とする。この場合におい

て、当該補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる

ものとする。 

（再補助の制限） 

第５条 この要綱による補助金の交付を受けた自治会は、次の各号に掲げる建

設等の区分に応じ、当該建設等の区分に係る補助金の交付を受けた年度の翌

年度から起算して当該各号に定める期間が経過した後でなければ、補助金の

交付を申請することができない。 

(１) 新築、改築及び取得 １０年 

(２) 増築及び改修 ５年 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合は、当該各号に定める建

設等の区分に係る補助金の交付を申請することができる。 

(１) 土岐市木造集会所耐震診断助成事業実施要綱（平成２４年土岐市告示

第３６号）による耐震診断の結果、地震に対する安全性の向上を図るため

の工事が必要と診断された場合 改修 

(２) 公共下水道供用開始区域に編入された地域において、地域集会所の排

水設備を公共下水道に接続する工事を行う場合 改修（排水設備に係るも

のに限る。） 

(３) 台風、洪水、地震等の気象災害、火災その他市長が特にやむを得ない

と認める場合 建設等 

３ 前項の規定による補助金の交付は、第１項に規定する補助金の交付の申請

に必要な期間の判断について、補助金の交付を受けていないものとみなす。 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定めるものと



する。 

附 則 

この告示は、平成２６年５月１日から施行する。 

別表 

建設等の区分 自治会の区分 限度額 

新築、改築及

び取得 

自治会を構成する世帯の数 １００世帯以

下 

７５０万円 

自治会を構成する世帯の数 １０１世帯～

１５０世帯 

８００万円 

自治会を構成する世帯の数 １５１世帯～

２００世帯 

８５０万円 

自治会を構成する世帯の数 ２０１世帯～

２５０世帯 

９００万円 

自治会を構成する世帯の数 ２５１世帯～

３００世帯 

９５０万円 

自治会を構成する世帯の数 ３０１世帯以

上  

１，０００万円 

増築及び改修 全ての自治会 ２００万円 

備考 自治会を構成する世帯の数の基準日は、補助金の交付を申請する日の

属する年度の４月１日とする。 

 


